
第１７期 決算公告 

 

２０２１年 ６月３０日 

住 所：石川県かほく市宇野気ヌ９８番地の２ 

会社名：ＰＦＵクリエイティブサービス株式会社 

代表取締役社長 新出 浩丈 

 

 

貸　借　対　照　表
（２０２１年３月３１日現在）

（単位：円）
　　科　　　　目 　　金　　　　額　 　　科　　　　目 　　金　　　　額　

（資　産　の　部） 281,355,979 （負　債　の　部） 160,838,589
流動資産 240,100,622 流動負債 113,980,789

現 金 及 び 預 金 186,298,274 556,121
受 取 手 形 0 0
売 掛 金 51,786,900 10,086,510
商 品 及 び 製 品 0 74,622,380
仕 掛 品 0 5,400,000
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 0 4,071,600
前 渡 金 0 16,986,300
繰 延 税 金 資 産 0 0
短 期 貸 付 金 0 2,257,878
未 収 入 金 29,470 0
そ の 他 1,985,978 0
貸 倒 引 当 金 0 固定負債 46,857,800

固定資産 41,255,357 40,607,800
有形固定資産 492,177 0

建 物 0 6,250,000
構 築 物 0 0
機 械 及 び 装 置 0
車 輌 運 搬 具 0 （純 資 産 の 部） 120,517,390
工 具 器 具 及 び 備 品 492,177 株主資本 120,517,390
土 地 0 資　本　金 25,000,000
建 設 仮 勘 定 0 資本剰余金 15,000,000

無形固定資産 3,693,180 15,000,000
ソ フ ト ウ ェ ア 3,693,180 利　益　剰　余　金 80,517,390
そ の 他 0 0

投資その他の資産 37,070,000 80,517,390
投 資 有 価 証 券 0 特 別 償 却 準 備 金 0
関 係 会 社 株 式 0 圧 縮 記 帳 積 立 金 0
敷 金 等 0 別 途 積 立 金 0
繰 延 税 金 資 産 37,070,000 繰 越 利 益 剰 余 金 80,517,390
そ の 他 0 評価・換算差額等 0
貸 倒 引 当 金 0 0

　資　産　合　計 281,355,979 　負債・純資産合計 281,355,979

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

退 職 給 付 引 当 金
資 産 除 去 債 務
長 期 未 払 金
そ の 他

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 役 員 賞 与



 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 令和3年1月29日法務省令第1号）
　　に基づいて、計算書類を作成している。

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産  ････  定額法
　　耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り見積
　　もっている。
　　建物及び構築物　　　２年～５０年
　　機械装置　　　　　　２年～９年
　　工具器具及び備品　　２年～１５年
（２）無形固定資産
　①ソフトウェア
　　市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（３年以内）における見込販売
　　数量に基づく方法、また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
　　可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用している。
　②ソフトウェアを除く無形固定資産
　　定額法

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
　　能見込額を計上している。
（２）退職給付引当金又は前払年金費用
    従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込
    額に基づき計上している。
　　　・過去勤務債務の処理方法　　　　　　　････　定額法（10年）
　　　・数理計算上の差異の処理方法　　　　　････　定額法（従業員の平均残存勤務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間）で翌期から処理

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）消費税等の会計処理

　税抜き方式による会計処理を行っている。
（２）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用している。
（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　グループ通算制度の創設及び移行に合わせた単体納税制度の見直しを含む
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）が2020年3月に成立したが、
当社の繰延税金資産及び繰延税金負債の額については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」
(実務対応報告第39号2020年3月31日）第3項に定める取り扱いに従い、
改正前の税法の規定に基づいている。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額    879,283 円
２．関係会社に対する短期金銭債権 41,874,800 円
３．関係会社に対する短期金銭債務 2,593,379 円

【税効果会計に関する注記】

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払賞与 18,238,000 円
退職給付引当金繰入限度超過額否認 13,843,000 円
未払役員退職慰労金 3,603,000 円
未払事業税否認 1,023,000 円
その他 363,000 円

繰延税金資産小計 37,070,000 円
評価性引当額 0 円
繰延税金資産合計 37,070,000 円

繰延税金負債
繰延税金負債合計 0 円
繰延税金資産の純額 37,070,000 円



 

【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、
　　　　価格交渉の上で決定している。
（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して
　　　　価格交渉の上で決定している。
（注３）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

【１株当り情報に関する注記】

１．１株当り純資産額 60,258,695円
２．１株当り当期純利益 11,921,510円

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。

【当期純損益金額】

23,843,020円

(単位：円)
属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

の名称 (被所有)割合 との関係
親会社   被所有 当社製品の販売、役務提供 製品の販売、役務の提供 457,560,000 売掛金 41,874,800

　　直接100.00% 未収入金 0

株式会社 ＰＦＵの ＯＡ機器の購入 541,894 買掛金 6,094

製品の購入、業務委託 未払金 0

役員の兼任 未払費用 2,587,285

株式会社 ＰＦＵ

 

 

以上 


